
【新二本松市市政改革推進行動計画実施状況について】
　二本松市では、平成２８年度に新二本松市市政改革推進行動計画を策定し、市政改革を推進してきました。
　今回は、その実施状況と今後の方向性について報告いたします。

　当該計画では、経常収支比率の抑制、超過勤務時間の抑制、市民満足度の向上を成果目標としており、

平成３０年度の結果については、

　　経常収支比率・・・９７．６％【参考：平成２７年度　９４．０％】　３．６％増加

　　超過勤務時間・・・４３，０００時間【参考：平成２７年度　４４，２０２時間】　　１，２０２時間抑制

　となりました。なお、市民満足度については、計画最終年度に検証することとしております。

　計画の個別項目の実施状況は下記のとおりです。

　評価につきましては、推進内容に対する平成３０年度の進捗状況をＡ～Ｅの５段階評価としております。

　（Ａ＝達成、Ｂ＝概ね達成、Ｃ＝相当程度進捗あり、Ｄ＝進捗が少ない、Ｅ＝未進捗）

（１）成果重視の行政経営の仕組みの整備

〇重点項目の結果目標に対する平成３０年度の進捗状況

〇個別項目の取組状況

評価

ア　計画行政の推進 Ｂ

実施内容と今後の方向性推進内容

　行政評価については、新二本松市総合計画の中
間年度である平成３０年度において１回目の中間評
価を実施し、結果を公表した。令和元年度は令和２
年度の最終評価に向け準備を進める。

2

成果重視型ＰＤＣＡ
マネジメントサイク
ルの構築
（行政評価）

　事務事業の結果目
標と成果目標から費
用対効果を検証する
行政評価を導入するこ
とで、成果重視型のＰ
ＤＣＡマネジメントサイ
クルを構築する。

項目

取組み工程と実施時期

H28 H29 H30

改革項目

①行政評価手法の構築
　・結果、成果目標の明確化
　・評価結果の客観性
②ＰＤＣＡ運用ルールの検討
③運用

財政計画に基づく
経常経費シーリン
グの導入

　財政計画により次年
度の予算フレームを予
測し、予算編成方針に
おいて経常経費の
シーリングを設定する
ことで、各課等におけ
る費用対効果に基づく
事業の選択と集中を
促進する。

　令和元年度当初予算において、経常経費につい
ては前年度比5％減を目途にシーリングを行った。
経常経費の削減については、当初の目論見でおよ
そ５億円程の削減効果を見込んでいたが、消費税
率の改定分の計上等もあり、約２．５億円の削減と
なったところである。次年度以降については、実施
範囲、対象費用等を検討しながら進めていく。

R1 R2

①運用方法の検討
②実施

1

結　果　目　標

進　捗　状　況

・経常経費のシーリングを設定し、費用対効果に基づく事業の選択と集中を推進します。
・成果重視型の行政評価を活用し、事務事業の費用対効果を向上させます。
・公共施設の機能整理や事務事業の見直しを推進し、簡素で効率的な行政組織とします。

・令和元年度当初予算において、経常経費５％減のシーリングを実施した。令和２年度当初予算については、経常
経費に限らず、全ての事業において予算要求額の精査を行い、事業費の圧縮に努める。
・行政評価については、新二本松市総合計画期間中の１回目となる中間評価を実施した。
・定員管理等に係る各部等ヒアリングの実施や行政組織見直し検討委員会等により、組織の在り方や効率的な支
所機能等について検討を行った。

　新二本松市総合計画に示す目標のもと、選択と集中の
考え方に基づき、施策・事業の重点化を図り、戦略的な行
政運営を推進するため、成果重視型のＰＤＣＡマネジメント
サイクルの導入を推進します。

推進内容

H28 H29 H30 R1 R2

ｂ

ｂ

① ②

②

①

③
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評価

イ　行政の簡素化・効率化の推進 Ｂ

項目

実施内容と今後の方向性

 　事務事業の見直しとして平成３０年度より第３グ
ループ（団体運営補助金等）の補助金評価を実施。
令和元年度において結果をとりまとめ、効果的・効
率的な補助制度の運用を目指す。
　また、行政評価については、平成３０年度に１回目
の中間評価を実施、令和元年度は令和２年度の最
終評価に向け準備を進める。

本庁と支所等の機
能整理と連携強化

事務事業の効率
性の検証と業務改
善（行政評価）

　事務の費用対効果を
検証し、効率性が低い
事務事業については、
改善対策を検討する。

①行政評価手法の構築
　・効率性が低い事務の抽出
　・原因の抽出
　・改善対策の立案
②効率性に関する評価実施

H30 R1H28

　平成３０年度は、引き続き再任用職員を配置する
とともに、定員管理等に係る各部等ヒアリング及び
行政組織見直し検討委員会等において、効率的な
支所機能のあり方について検討した。
　令和元年度以降も、定員管理計画に基づき、継続
して本庁と支所の機能整理と連携強化の検討を進
めるとともに、地域の均衡ある発展に配意しなが
ら、適正な職員配置に努める。

4
公共施設管理事
務の整理合理化

　公共施設を整理し、
効率的な管理・事務処
理体制を検討する。

①施設整理の検討
②管理・事務処理体制の検討

　公共施設等を総合的かつ計画的に管理するため
の基本方針となる公共施設等総合管理計画を策定
し、既存施設の総量と更新費用の見通しを客観的
な指標により示すとともに、予防保全型管理への転
換、長寿命化の推進、施設総量の適正化等が必要
であることを明らかにした。
　今後は公共施設に係る各種データを一元的に管
理するため導入した公共施設マネジメントシステム
等を活用し、公共施設配置の適正化、老朽化対策
及び財政負担の軽減・平準化を推進するための個
別施設計画の策定を進める。

3

H28 H29

　迅速かつ効率的に
市民サービスを提供す
るとともに、市民サー
ビスの利便性を向上さ
せるため、本庁と支所
の機能を整理する。ま
た、本庁と支所のあり
方を再度検討し連携
強化を図る。

H30 R1 R2

1
定員管理計画に基
づく適正な定数管
理と人員配置

　業務量に応じた適正
な定員数を常に把握
するとともに、施策の
重点化に応じた柔軟な
人員配置を図ります。

定員管理計画の推進

2
行政組織の見直し
（継続項目）

　各部等ヒアリングに
基づき業務内容の見
直しを行うことで、事務
の効率性、業務状況
にあわせた簡素で効
率的な組織体制とす
る。

　平成３０年度は、行政組織見直し検討委員会等で
の検討結果を踏まえて決定した２年計画での行政
組織見直し方針に基づき、各部等において係レベ
ルの一部見直しを行い、それぞれ必要な職員を配
置した。
　令和元年度以降も、上記方針に基づき組織見直
しを行う。

各部等ヒアリングの実施

H29

取組み工程と実施時期

　計画３年度目である平成３０年度は、計画数５１５
人（うち任期付職員等４０人）に対して５１３人（うち
任期付職員等４３人）の職員数とした。
　令和元年度以降も、定員管理計画に基づき、現業
を除き退職者同数補充を基本として、不足する職種
等は、任期付・再任用・臨時的任用等多様な任用・
勤務形態を活用しながら総人件費の抑制に努め
る。

推進内容

　財政の硬直化や財源不足が見込まれる中で、より一層
簡素で効率的な組織体制と事務事業の見直しを図るた
め、効率的な施設の管理体制、本庁と支所機能の整理、
行政評価による事務事業の見直し等を推進します。

H28

改革項目 推進内容

5 H29

H30 R1 R2

H30 R1 R2

R2

H28 H29 H30 R1 R2

H28 H29

①本庁と支所の機能の整理
②住民センターの機能整理
③行政組織と職務権限の見直し

ａ

ａ

ｂ

ｃ

ｂ

①

③②

①

②

②①
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（２）限られた経営資源の効率的・効果的な活用

〇重点項目の結果目標に対する平成３０年度の進捗状況

〇個別項目の取組状況

評価

ア　職員の能力開発 Ｂ

実施内容と今後の方向性推進内容 取組み工程と実施時期

　各施策に精通した中
堅職員を育成し、ＯＪＴ
の強化を図ることで、
組織全体の意識改革
とスキル向上を推進す
る。

　平成３０年度は、研修機関を活用し、新任管理監
督職員研修及び各職層研修においてＯＪＴ強化に
努めた。
　令和元年度以降も、同様の取り組みを継続して行
う。

H29

6

①超過勤務事務の集計
②改善対策の検討

超過勤務の要因と
なる事務の業務改
善

　超過勤務の要因とな
る事務等の効率性が
低い事務を対象とし
て、改善対策を検討す
る。

　平成３０年度は、定員管理等に係る各部等ヒアリ
ングを行い、改善対策を検討するとともに、管理職
による面談、業務指導、事前命令及びノー残業デー
の徹底、代休制度の活用を継続して行い、超過勤
務の縮減に努めた。
　令和元年度以降も、同様の取り組みを継続して行
う。

7
補助制度の検証と
評価システムの構
築

　補助金を交付したこ
とによる施策目的に資
する成果を検証する行
政評価を導入し、必要
な見直しを加えること
で各種補助制度の費
用対効果の向上を図
る。

 　平成３０年度は補助金見直しガイドラインに基づ
き第３グループ（団体運営補助金等）についての評
価を実施した。令和元年度は結果をとりまとめ、効
果的・効率的な補助制度の運用を目指す。

結　果　目　標

・若手職員の育成やＯＪＴの強化を推進し、マンパワーを増強します。
・補助制度を施策別に整理合理化し、費用対効果と使いやすさを向上させます。
・業務のマニュアル化により業務効率を向上させ、時間的な行政コストを削減します。
・全職員の財政状況への理解を深め、コスト意識の醸成を図ります。

進　捗　状　況

H28 H29
若手職員の育成

　若手職員による施策
研究会を立ち上げ、施
策研究や勉強会を通
じて、幅広い知識を
もった若手職員を育成
するとともに、職員交
流による組織力の向
上を推進する。

項目

実施内容と今後の方向性推進内容

H28 H29 H30 R1 R2

・若手職員の育成については、物産・観光ＰＲ研修による育成を行ったほか、研修機関を活用し各職層研修におい
てＯＪＴの強化に努めた。
・補助事業を3つのグループに分けたうち第３グループ（団体運営補助金等）について評価を実施した。
・窓口業務委託の検討の一環として先進地を視察した結果、経費面や事務スペース等の課題が見つかった。一部
業務でマニュアル化を実施・活用したが、外部委託を視野に入れたマニュアル化までには至らなかった。
・平成２９年度決算状況をもとに当市の財政状況を全職員へ周知し、コスト意識の醸成を図った。

　平成３０年度は、市の独自研修として、採用３年目
までの職員を対象とした物産・観光ＰＲ研修を実施
し、若手職員の育成に努めた。
　令和元年度以降も、同様の取り組みを継続して行
う。

取組み工程と実施時期

①施策研究会の構築
②施策研究活動
　・施策勉強会
　・ワーキンググループ

①育成とＯＪＴ手法の検討
②実施

H30 R1

H282 ＯＪＴの強化

改革項目

R2

①行政評価手法の構築
　・結果、成果目標の明確化
　・評価結果の客観性
　・課題の抽出と対策の構築
　・アンケート調査等による成果検
証
②実施状況調査（行政評価）
③補助制度の見直し

改革項目

1

H28 H29 H30 R1 R2

H30 R1 R2

推進内容

　市政の担い手として意欲を持って職務に取り組むことが
できるよう研修の充実や継続的な職員の意欲向上・能力
開発を図るため、若手職員の育成、ＯＪＴの強化、研修機
会の充実等を推進します。

ｃ

ｂ

ａ

ｂ

① ②

①

②
③

① ②

① ②
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評価

イ　事務事業の整理・再編 Ｂ

H30 R1 R2

推進内容 実施内容と今後の方向性

2
公共施設管理事
務の整理合理化
（再掲）

　公共施設を整理し、
効率的な管理・事務処
理体制を検討する。

3

4
電子入札制度の
導入

　入札事務の効率化と
入札のより一層の公
正性・透明性を確保す
るため、電子入札制度
の導入を検討し、事務
の簡素化を図る。

　電子入札を導入することで、入札参加者の負担を
軽減するとともに、入札事務の効率化を図ることが
可能となることや、周辺自治体でも電子入札を導入
する動きが広まりつつある。県内他市１２市中３市
が導入している状況であるが、導入している市にお
いても、多くは建設工事と測量等の建設関係業務
等を対象としており対象業務が限られている状況で
ある。そのため電子入札の導入については、他市
の動向をみつつ今後も引き続き検討する。

 　平成３０年度は補助金見直しガイドラインに基づ
き第３グループ（団体運営補助金等）についての評
価を実施した。令和元年度は結果をとりまとめ、効
果的・効率的な補助制度の運用を目指す。

①施設整理の検討
②管理・事務処理体制の検討

①行政評価手法の構築
　・結果、成果目標の明確化
　・評価結果の客観性
　・課題の抽出と対策の構築
　・アンケート調査等による成果検
証
②実施状況調査（行政評価）
③補助制度の見直し

H28 H29 H30

H28 H29 H30 R1

1

成果重視型ＰＤＣＡ
マネジメントサイク
ルを活用した事務
事業の整理・再編
（行政評価）
（再掲）

　成果重視型のＰＤＣ
Ａマネジメントサイクル
を活用し、事務事業の
整理・再編を図る。 H28

補助制度の検証と
評価システムの構
築
（再掲）

　補助金を交付したこ
とによる施策目的に資
する成果を検証する行
政評価を導入し、必要
な見直しを加えること
で各種補助制度の費
用対効果の向上を図
る。

　公共施設等を総合的かつ計画的に管理するため
の基本方針となる公共施設等総合管理計画を策定
し、既存施設の総量と更新費用の見通しを客観的
な指標により示すとともに、予防保全型管理への転
換、長寿命化の推進、施設総量の適正化等が必要
であることを明らかにした。
今後は公共施設に係る各種データを一元的に管理
するため導入した公共施設マネジメントシステム等
を活用し、公共施設配置の適正化、老朽化対策及
び財政負担の軽減・平準化を推進するための個別
施設計画の策定を進める。

R1 R2

　行政評価については新二本松市総合計画の中間
年度である平成３０年度において１回目の中間評価
を実施し、結果を公表した。令和元年度は新二本松
市総合計画の最終年度である令和２年度における
２回目の最終評価実施に向け準備を進める。H29

推進内容

　行政評価により事務事業の効果を明確化するとともに、Ｉ
ＣＴの積極的な活用など質の高い市民サービスを提供す
る中で、成果重視型ＰＤＣＡマネジメントサイクルを活用す
ることで事業効果の整理・再編を推進します。

①行政評価手法の構築
　・結果、成果目標の明確化
　・評価結果の客観性
②ＰＤＣＡ運用ルールの検討
③運用（整理・再編）

H30 R1 R2

　平成３０年度は、研修機関による各職層・専門研
修のほか、市独自研修（初任者研修・健康管理講
座等）及び自主専門研修制度の活用により職員の
能力開発と資質向上に努めた。
　令和元年度以降も、同様の取り組みを継続して行
う。

①掲示板による研修機会の周知
②自主専門、啓発研修旅費等のあ
り方の見直し
③庁内研修会の実施

取組み工程と実施時期

推進内容 実施内容と今後の方向性

項目

H293

改革項目

取組み工程と実施時期

H28

①先進事例の調査
②電子入札システムの検討

改革項目

研修機会の充実

　職員の積極的な自
主研修の受講を促進
するため、外部団体が
主催するの研修機会
の周知を強化する。ま
た、研修等により一層
のコンプライアンスの
徹底を図ることで組織
力の強化に努める。

R2

H28 H29 H30 R1 R2

ｂ

ｂ

ｃ

ｂ

ｂ

①

② ③

②
①

③

①

②

① ②

③

①
②
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評価

ウ　コスト意識の徹底 Ｂ

〇重点項目の結果目標に対する平成３０年度の進捗状況

〇個別項目の取組状況

評価

ア　協働型事業の推進 Ａ

項目

2
職員のコスト意識
の醸成

　財政状況等に関する
職員説明会を定期に
開催し、財政状況等を
共有化することで、職
員の意識改革とコスト
意識の醸成を図る。

　平成３０年度は９月２７日に財政状況を掲示板等
で周知し、職員における財務状況の認識共有化を
進めた。令和元年度以降も同様に周知を行う予定。

3
業務マニュアル化
の推進

　ルーティンワークの
事務手法を業務マニュ
アルとして整備し活用
することで、人的・時間
的な行政コストの削減
を推進する。
また、外部委託の可能
性の検討を行う。

　平成３０年度は窓口業務委託の検討の一環として
先進地を視察した結果、経費面や事務スペース等
の課題が見つかった。
　また、単純な仕事やルーティンワークの事務手法
について、一部業務でマニュアル化を実施・活用し
たが、外部委託を視野に入れたマニュアル化までに
は至らなかった。
　令和元年度以降RPAの導入等についても検討を
進める。

H28

項目

H28 R2

取組み工程と実施時期

①公共工事コスト縮減計画の推進
②コピー使用料、用紙代の削減
③車両の集中管理
④冷暖房温度の徹底
⑤道路照明のＬＥＤ化

実施内容と今後の方向性推進内容

推進内容

　これまでの市政改革で取り組んできた経費的な行政コス
トを削減する取り組みを継続するとともに、限られた経営
資源を有効するため、人的・時間的な行政コストの削減を
推進します。

改革項目

（３）質の高い行政サービスの提供

結　果　目　標

・業務委託により民間事業者の知識や能力を活用し、行政サービスの質を向上させます。
・指定管理者制度を活用し、公共施設で提供できる行政サービスの質を向上させます。
・業務マニュアルを整備し、質の高い行政サービスを安定的に提供します。

1
経費的な行政コス
ト削減（継続項目）

推進内容

　市民とのパートナーシップによる施策を推進するととも
に、効率的な行政推進のためにＮＰＯ法人との事業連携
等、民間事業者の経営手法、知識、能力の活用を推進し
ます。

　公共工事コスト縮減
や電気料削減の取り
組みを今後も継続す
る。

　本庁舎においては、車両３４台（軽１９台、普通１５
台）を当課の集中管理とし、各課共用とすることによ
り、稼働率の向上（余剰車の縮減）に努めたほか、
既に定着している節電の徹底を夏季及び冬季に全
庁へ依頼した。（冷房温度設定は概ね２８℃、暖房
温度設定は概ね２０℃とした。）
　また、電気料金のコスト削減及び地球温暖化防止
対策を目的として街路灯（蛍光灯）３,８３７灯をＬＥＤ
照明に灯具を更新した。
　コスト削減については今後も継続し、経常的な歳
出削減に努める。

進　捗　状　況

・市民との協働による地域づくり支援事業補助金により、各地域の特色を活かした地域づくりの支援を実施した。
・既に指定管理者制度が導入されている施設については継続し、大山忠作美術館での制度導入を実施した。
・窓口業務委託の検討の一環として先進地を視察した結果、経費面や事務スペース等の課題が見つかった。一部
業務でマニュアル化を実施・活用したが、外部委託を視野に入れたマニュアル化までには至らなかった。

職員説明会の実施

H29 H30 R1

H29 H30 R1 R2

H28 H29 H30 R1 R2

①業務マニュアルの整備
②業務マニュアルの活用
③外部委託等の検討・実施

ｂ

ｂ

ｃ

継続

① 随時

②

③
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実施内容と今後の方向性

5
各種団体の自主
運営（継続項目）

　ＮＰＯ、各種団体等
の施策をサポートする
ことができる団体の設
立支援や育成を推進
する。

H29

　特定非営利活動法人を設立しようとする団体を支
援することにより、市民の自主的公共活動を促進す
るため、二本松市特定非営利活動法人設立支援事
業補助金を交付しているが、平成３０年度の実績は
なし。
　また、一般財団法人二本松菊栄会については、段
階的な自主運営を推進するための検討を行ってい
る。支出を抑える一方で、菊畑運営、会場設営等に
かかる経費に自主運営に要する人件費等もあるこ
とから、収入の核である入場料収入増となる施策を
検討し、引き続き自主運営の推進に努める。

6
提案型業務委託
制度を活用した協
働型事業の推進

　民間事業者から民営
化や委託仕様に関す
る提案を募る提案型
業務委託制度を導入
し、民間事業者との協
働を推進する。

　人材の確保とノウハウの蓄積及び栄養管理業務
の省力化を目的として、平成３０年４月から市立保
育所及びこども園６施設全ての調理業務の民間委
託を実施、全施設のメニューを統一することで、より
質の高い給食の提供と栄養管理業務の省力化を
図った。
　今後も民間委託が可能な業務については、民間
事業者との協働を推進する。

①ＮＰＯ等の設立支援と育成
②（一財）二本松菊栄会業務
　の支援と自主運営の推進

提案型業務委託制度の検討
・民営化に関する提案
・既存業務の委託内容、仕様に関
する提案
・行政サービスのニーズに関する
提案

H28 H29

H29

3
地域公園の管理
等の見直し
（継続項目）

　公園、広場などで地
域管理できるものにつ
いては、地域に移管を
検討する。

　平成２５年度以降１０公園の管理について公園所
在行政区に管理委託、平成３０年度は９公園に対し
継続し管理委託を行った。行政区に管理委託するこ
とで、当該公園の管理経費について相対的な低減
もさることながら、地元住民による主体的な管理を
促し、住民による市政への積極的な関わりの契機と
することができている。

4
市民道路パトロー
ルの実施
（継続項目）

　郵便局、バス・タク
シー会社の協力によ
り、市民道路パトロー
ルを実施する。

　郵便局、バス、タクシー会社の協力による市民道
路パトロールを実施した。
　また、二本松市内各郵便局との「災害発生時及び
平常時における地域活動に関する協定」による道
路パトロールを令和元年度以降も継続して行う。

H28

1
地域づくりの推進
（継続項目）

　市民が主体となって
構成された地域づくり
事業を支援し、地域の
絆の再構築と活力あ
る地域社会の振興・発
展を図る。

○市民との協働による地域づくり支援事業補助金
【平成３０年度実績】
・市民との協働による地域づくり支援事業補助金
　１８１件
【令和元年度予定】
・各支所単位において、創意工夫により各地域の特
色を活かした地域づくり支援を実施する。
　今後、必要に応じた見直しを実施しながら、地域
の絆の再構築と活力ある地域社会の振興・発展を
図っていく。

2

市民とのパート
ナーシップによる
施設等の管理（継
続項目）

　除雪ボランティアや
公園ボランティアなど
市民との協働による公
共施設の管理を推進
する。

　公園ボランティアは平成３０年度で５２７名登録さ
れており、霞ヶ城公園、智恵子の杜公園などの清掃
を行った。
　令和元年度も、市民と行政とのパートナーシップ
による公共施設の管理を推進する。

H28 H30

取組み工程と実施時期

地域づくり支援補助金の実施

公園ボランティアによる清掃等の実
施

H28 H29 H30 R2

改革項目 推進内容

R1

公園管理の地域移管を進める。

市民道路パトロールの実施

R1 R2

R1 R2

H30 R1 R2

R1 R2H30

H28 H29 H30 R1 R2

H28 H29 H30

ａ

ａ

ｂ

ａ

ｂ

ｂ

②

①
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評価

Ｂ

〇重点項目の結果目標に対する平成３０年度の進捗状況

項目

推進内容 実施内容と今後の方向性

R1

取組み工程と実施時期

①城山総合運動施設区の指定管
理者制度の検討
②特定目的施設の指定管理者制
度の検討

推進内容

改革項目

R2

　公共施設の運営については、民間事業者の知識や能力
を活かした質の高いサービスの提供を進めるため、指定
管理者制度の効果的な活用を推進します。また、外部委
託で費用対効果の向上や行政サービスの質の向上が図
られるルーティンワーク等の事務については、外部委託を
推進します。

提案型業務委託制度の検討
・民営化に関する提案
・既存業務の委託内容、仕様に関
する提案
・行政サービスのニーズに関する
提案

指定管理者制度
の活用

　企業やＮＰＯ等の民
間活力による質の高
いサービスを提供する
とともに、公共施設の
効率的な管理を推進
するため、指定管理者
制度を活用する。

　大山忠作美術館について平成３０年４月より指定
管理者による管理を実施した。
　既に指定管理者制度を導入している施設につい
ては利用許可及び、施設・設備の維持管理に関す
る業務等、情報発信機能の強化、地域間交流の促
進、観光促進を実施しており、今後も、更なる住民
ニーズに沿った細かなサービス提供を図る。
　指定管理者制度を導入することにより、質の高い
サービスを提供し、施設の効率的な運営を行えるこ
とから、今後も推進する。

2

提案型業務委託
制度を活用した外
部委託の推進（再
掲）

　民間事業者から民営
化や委託仕様に関す
る提案を募る提案型
業務委託制度を導入
し、民間事業者からの
提案による外部委託を
推進する。

　人材の確保とノウハウの蓄積及び栄養管理業務
の省力化を目的として、平成３０年４月から市立保
育所及びこども園６施設全ての調理業務の民間委
託を実施した。全施設のメニューを統一することで、
より質の高い給食の提供と栄養管理業務の省力化
を図っている。
　今後も民間委託が可能な業務については、民間
事業者との協働を推進する。

H28 H29

・市税等の徴収については、徴収嘱託員の活用等により強化に努めた。また、収納方法の拡大も検討しており、自
主納付の促進を図る。
・実質公債費比率は年々改善されている中で地方債の償還財源に注目した分析は実施していない。財政計画上、
交付税の減額や大型事業の実施を鑑みながら償還財源の確保を図る。
・令和元年度当初予算において、経常経費５％減のシーリングを実施した。令和２年度当初予算については、経常
経費に限らず、全ての事業において予算要求額の精査を行い、事業費の圧縮に努める。

3

　平成３０年度は窓口業務委託の検討の一環として
先進地を視察した結果、経費面や事務スペース等
の課題が見つかった。
　また、単純な仕事やルーティンワークの事務手法
について、一部業務でマニュアル化を実施・活用し
たが、外部委託を視野に入れたマニュアル化までに
は至らなかった。
　令和元年度以降RPAの導入等についても検討を
進める。

1

イ　指定管理者制度の活用・外部
委託の推進

（４）健全な財政運営の維持

結　果　目　標

・市税等の徴収強化、適正な使用料の見直しを推進することで、財源を安定確保します。
・経常経費の計画的な抑制、施設修繕費等の平準化、地方債残高の管理強化等の計画行政を推進することで、
将来にわたり健全な財政基盤を維持します。
・定員数を業務量にあわせた適正な定員数とするとともに、ルーティンワークの外部委託、施設管理の効率化等を
推進し、限られた人的経営資源を有効に活用します。

進　捗　状　況

業務マニュアル化
の推進（再掲）

　ルーティンワークの
事務手法を業務マニュ
アルとして整備し活用
することで、人的・時間
的な行政コストの削減
を推進する。
また、外部委託の可能
性の検討を行う。

H28 H29 H30 R1 R2

①業務マニュアルの整備
②業務マニュアルの活用
③外部委託等の検討・実施

H30

H28 H29 H30 R1 R2

ｂ

ｂ

ｃ

①

②

① 随時

②

③
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〇個別項目の取組状況

評価

ア　財源の安定確保 Ｂ

評価

イ　計画的な財政運営 Ｃ

項目

項目

実施内容と今後の方向性推進内容

推進内容

H28

推進内容

　財政計画に基づく経常経費シーリングの導入、老朽化す
る公共施設の修繕費の平準化、地方債残高と償還財源
の公債費償還財源の管理強化等を推進することで、長期
的な行財政運営ＰＤＣＡマネジメントサイクルを強化し、健
全な財政運営を維持します。

改革項目

　市税等の徴収強化、受益者負担の原則に基づく適切な
使用料の見直しを検討することで、財源の安定確保を推
進します。

H30 R1 R21
市税等の徴収強
化
（一部継続項目）

　自主納付を促す活動
のほか、徴収嘱託員、
滞納者に対する行政
サービスの利用制限
の拡大等による徴収
強化対策を推進する。

　平成３０年度も市税等徴収嘱託員を活用し、２，１
７９万円を徴収した。また、滞納者に対して行政利
用サービス等の実施を制限し、納税の公平性を確
保した。
　自主納付促進対策としては、市税等収納方法の
拡大を図るため、ペイジー口座振替サービス・クレ
ジット決済等の導入を検討した。
　今後も、収納率向上に努める。

H29

①効率的な経営のもと適正な原価を基礎として、企
業会計の健全な運営を確保すべく、水道事業ビジョ
ン及び経営戦略等を踏まえ、令和元年10月の消費
税率等の改定と受益者負担を総合的に勘案しつ
つ、令和２年度中の料金改定を目途に検討する。
　なお、水道事業については料金統一をも含めた検
討を行う。
②施設使用料としては、消費税及び地方消費税の
税率改定を控え、市営駐車場の定期駐車月額使用
料等の１０月１日からの改定を検討し、市議会3月
定例会に条例改正案を次のとおり提出し、議決を経
た。
　久保丁：5,400円→5,500円　杉田：4,320円→4,400
円　安達第一：4,320円→4,400円　安達第二：3,240
円→3,300円
　今後も税制改正、周辺の地価や土地利用の状況
をみながら見直しを行う。

3
収入アップの取り
組みの継続
（継続項目+新規）

　広告掲載料、職員駐
車場協力金制度、未
利用財産の売り払い
等の財源確保の取り
組みを継続する。ま
た、新たに各施設等の
ネーミングライツ（命名
権）を取り入れ収入
アップの取り組みを強
化する。

　駐車場協力金制度については、職員や委託業務
従事者等の駐車場利用者から協力金を徴し８０６万
円の収入があり、未利用財産の売り払いについて
は、７９０万円の収入があった。
　市が所有する施設の通称を決定する権利を民間
事業者等に付与するネーミングライツ事業により、
城山市民プールのネーミングライツ料年額１０８万
円の収入があった（５年契約の２年目分）。今後も状
況をみながら募集を行う。
　収入アップの取り組みについては、それぞれの項
目で実施を継続する。

R1 R2

①水道料金・下水道使用料の見直
し
②施設使用料の見直し

①広報にほんまつ等の広告掲載料
②駐車場協力金制度
③未利用財産の売り払い
④ネーミングライツ

2
公共施設等の使
用料の見直し
（継続項目）

　受益者負担の原則
に基づき適正な使用
料とするため、必要な
見直しを検討する。

H28 H29 H30

取組み工程と実施時期

①徴収嘱託員の有効活用
②行政サービス利用制限の拡大の
検討
③自主納付促進対策の検討

H28 H29 H30 R1 R2

ｂ

ｂ

ｂ

① 継続

①

②

①

②

③

④

②

③

8



評価

ウ　適正な定員管理 Ｃ

推進内容 実施内容と今後の方向性

項目

推進内容 実施内容と今後の方向性

定員管理計画の推進

H30H28 H29

改革項目

2
財政計画に基づく
経常経費シーリン
グの導入（再掲）

　財政計画に基づく経
常経費のシーリングを
設定することで、長期
的視点に基づく計画的
な経常経費の抑制を
推進する。

H30

取組み工程と実施時期

①分析方法の検討、公債費の整理
　・普通交付税の措置額分析
②償還財源の分析と管理

　計画３年度目である平成３０年度は、計画数５１５
人（うち任期付職員等４０人）に対して５１３人（うち
任期付職員等４３人）の職員数とした。
　令和元年度以降も、定員管理計画に基づき、現業
を除き退職者同数補充を基本として、不足する職種
等は、任期付・再任用・臨時的任用等多様な任用・
勤務形態を活用しながら総人件費の抑制に努め
る。

財政基盤の分析と
公債費の適正な管
理

　普通交付税の経常
分と公債費分に分割し
た分析を行い、普通交
付税等により措置され
る額と市税等により償
還することになる額の
区分を行うことで、計
画的な償還財源の確
保を推進する。

　償還財源に注目した分析は実施していないが、起
債にあたっては原則交付税措置のあるものとし、一
般財源からの償還を極力減らすような措置をしてき
たところである。近年は、実質公債費比率も早期健
全化比率（２５％）を大きく下回り、平成３０年度決算
においては１０．２％である。今後も交付税の減額
や大型事業の実施を鑑みながら償還財源の確保を
図っていく。

H28

　令和元年度当初予算において、経常経費につい
ては前年度比５％減を目途にシーリングを行った。
経常経費の削減については、当初の目論見でおよ
そ５億円程の削減効果を見込んでいたが、消費税
率の改定分の計上等もあり、約２．５億円の削減と
なったところである。次年度以降については、実施
範囲、対象費用等を検討しながら進めていく。

推進内容

R2

　公共施設等を総合的かつ計画的に管理するため
の基本方針となる公共施設等総合管理計画を策定
し、既存施設の総量と更新費用の見通しを客観的
な指標により示すとともに、予防保全型管理への転
換、長寿命化の推進、施設総量の適正化等が必要
であることを明らかにした。
　今後は公共施設に係る各種データを一元的に管
理するため導入した公共施設マネジメントシステム
等を活用し、公共施設配置の適正化、老朽化対策
及び財政負担の軽減・平準化を推進するための個
別施設計画の策定を進める。

①整理統廃合の検討
②修繕費等の抑制・平準化の検討

R1

H29 H30 R1 R2

①運用方法の検討
②実施

　施策の重点化に応じた柔軟な人員配置を図るとともに、
定員管理計画に基づき、より効率的な管理体制を検討し
ます。

H28

1

3
公共施設修繕更
新費用の平準化

　公共施設の計画的
な修繕と修繕費用等
の平準化対策を推進
する。

改革項目

1

定員管理計画に基
づく適正な定員管
理と人員配置
（再掲）

　業務量に応じた適正
な定員数を常に把握
するとともに、施策の
重点化に応じた柔軟な
人員配置を図ります。

H29 R1 R2

取組み工程と実施時期

H28 H29 H30 R1 R2

ｃ

ｂ

ｃ

ａ

①

②

① ②

①

②
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推進内容 実施内容と今後の方向性取組み工程と実施時期改革項目

2

①施設整理の検討
②管理・事務処理体制の検討
③管理業務マニュアルの整備と外
部委託等の推進

R1

H28 H29 H30 R1

H30

R2

　施設整理の検討については、公共施設等を総合
的かつ計画的に管理するための基本方針となる公
共施設等総合管理計画を策定し、既存施設の総量
と更新費用の見通しを客観的な指標により示すとと
もに、予防保全型管理への転換、長寿命化の推
進、施設総量の適正化等が必要であることを明らか
にした。
　今後は公共施設に係る各種データを一元的に管
理するため導入した公共施設マネジメントシステム
等を活用し、公共施設配置の適正化、老朽化対策
及び財政負担の軽減・平準化を推進するための個
別施設計画の策定を進める。

3
業務マニュアル化
の推進（再掲）

　ルーティンワークの
事務手法を業務マニュ
アルとして整備し活用
することで、人的・時間
的な行政コストの削減
を推進する。
また、外部委託の可能
性の検討を行う。

　平成３０年度は窓口業務委託の検討の一環として
先進地を視察した結果、経費面や事務スペース等
の課題が見つかった。
　また、単純な仕事やルーティンワークの事務手法
について、一部業務でマニュアル化を実施・活用し
たが、外部委託を視野に入れたマニュアル化までに
は至らなかった。
　令和元年度以降RPAの導入等についても検討を
進める。

①業務マニュアルの整備
②業務マニュアルの活用
③外部委託等の検討・実施

H28 H29

公共施設管理業
務の外部委託の
推進
（業務マニュアル）

　公共施設の管理体
制及び人員配置の効
率化を推進するととも
に、施設管理の業務マ
ニュアル化を推進する
ことで外部委託を推進
する。

R2

ｃ

ｃ

①

②

③

① 随時

②

③
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